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１ 陸前高田市環境基本計画策定経過

年 月 日 実 施 内 容

令

和

２

年

８月 ２１日 陸前高田市議会全員協議会において策定方針の説明

９月 １日

第１回環境審議会開催（委嘱状交付、策定方針審議）

第１回環境基本計画策定推進委員会開催

（委嘱状交付、策定方針及びアンケート素案審議）

１０月 ７日 環境に関するアンケートの実施（10 月 21 日まで）

１１月 １３日 庁内会議

１２月 ２２日
第２回環境基本計画策定推進委員会

（アンケート結果報告及び環境基本計画審議）

令

和

３

年

１月

４日 庁内会議

１８日 陸前高田市議会全員協議会において素案説明

２０日 パブリックコメントの実施（２月 19日まで）

３月

５日 第３回環境基本計画策定推進委員会（環境基本計画（案）の決定）

１５日 第２回環境審議会（環境基本計画（案）について諮問）

２５日 環境審議会から環境基本計画（案）について答申

３１日 環境基本計画策定



53

２ 陸前高田市環境基本計画（案）の諮問、答申

⑴ 陸前高田市環境基本計画（案）について諮問

陸高まち第２６４号

令和３年３月１５日

陸前高田市環境審議会

会長 小 山 公 喜 様

陸前高田市長 戸 羽 太

陸前高田市環境基本計画の策定について（諮問）

「陸前高田市環境基本計画」を策定することについて、陸前高田市環境基本

条例第８条第３項の規定により、貴審議会の意見を求めます。

⑵ 陸前高田市環境基本計画（案）について答申

令和３年３月２５日

陸前高田市長 戸 羽 太 様

陸前高田市環境審議会

会長 小 山 公 喜

陸前高田市環境基本計画の策定について（答申）

当審議会に諮問された陸前高田市環境基本計画の策定について、慎重に審議

を重ねた結果、原案に異議がないことを答申します。
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３ 陸前高田市環境基本条例

平成 14年３月 25日

条例第 12号

目次

前文

第１章 総則(第１条―第６条)

第２章 環境の保全及び創造に関する施策の基本方針(第７条―第９条)

第３章 環境の保全及び創造に関する基本的施策(第 10 条―第 24条)

第４章 環境審議会(第 25 条―第 31 条)

附則

私たちの住む陸前高田は、白砂青松の高田松原をはじめ、海、山、川の資源に恵まれ、先人ののこし

た歴史と伝統のあるまちである。また、先人が育て、守り、のこした豊かな自然環境をいかしながら、

着実に発展してきた。

しかしながら、今日の社会経済活動は物質的な豊かさをもたらした一方で、環境への負荷を増大させ、

地域の環境にとどまらず、地球規模での環境にまで影響を及ぼしてきている。

私たちは、豊かな自然や歴史と文化を再認識し恵まれた資源をいかしながら、将来にわたり健康で安

心して暮らせるまちづくりに取り組まなければならない。

このような認識のもとに、本市の豊かな自然環境や地域特性をいかしながら、人と自然が共生し、環

境への負荷の少ない安全、安心な陸前高田を市民が一体となって創造しつつ、将来の世代に継承して

いくため、この条例を制定する。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、環境の保全及び創造について、基本理念を定め、並びに市、事業者及び市民の

責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項を定めること

により、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の

市民の健康で安全かつ快適な生活の確保に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴ 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因と

なるおそれのあるものをいう。

⑵ 地球環境保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、野

生生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環
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境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに、市民の健康で文化的な生活の確保に寄与

するものをいう。

⑶ 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわた

る大気の汚染、水質の汚濁(水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。)、土

壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下(鉱物の掘採のための土地の掘削によるものを除く。)及び

悪臭によって、人の健康又は生活環境(人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接

な関係のある動植物及びその生育環境を含む。)に係る被害が生ずることをいう。

（基本理念）

第３条 環境の保全及び創造は、市民が健康で安全かつ快適な生活を営むことができる健全で恵み豊

かな環境を確保し、これを将来の世代に継承していくことを目的として行われなければならない。

２ 環境の保全及び創造は、環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会及び環境への配慮を重

視した資源循環型社会を構築することを目的として、市、事業者及び市民のすべての者が適切な役

割分担の下に自主的かつ積極的に行われなければならない。

３ 地球環境保全は、地域の環境が地球環境に深くかかわっていることを市、事業者及び市民のすべ

ての者が認識し、あらゆる事業活動及び日常生活において積極的に行われなければならない。

（市の責務）

第４条 市は、前条に規定する基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、環境の保全及び創

造に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（事業者の責務）

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って生ずる公

害を防止し、又は自然環境を適正に保全するために必要な措置を講ずる責務を有する。

２ 前項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、これに伴う環

境への負荷の低減その他環境の保全及び創造に自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全及び

創造に関する施策に協力する責務を有する。

（市民の責務）

第６条 市民は、基本理念にのっとり、その日常生活に伴う環境への負荷の低減その他環境の保全及

び創造に自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に協力する責務を

有する。

第２章 環境の保全及び創造に関する施策の基本方針

(施策の基本方針)

第７条 市は、基本理念にのっとり、次に掲げる基本方針に基づき、環境の保全及び創造に関する施

策を総合的かつ計画的に推進するものとする。

⑴ 市民の健康を保護し、及び生活環境を保全し、並びに自然環境を適正に保全するよう、大気、

水、土壌その他の環境の自然的構成要素を良好な状態に保持すること。

⑵ 生態系の多様性の確保、野生生物の種の保存その他の生物の多様性の確保を図るとともに、森

林、農地、水辺地等における多様な自然環境を地域の自然的社会的条件に応じて適正に保全す
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ること。

⑶ 人と自然との豊かな触れ合いを保つこと。

⑷ 恵まれた自然環境と伝統にはぐくまれた歴史的環境とが調和した環境その他の人に潤いと安

らぎをもたらす快適な環境を保全し、及び創造すること。

⑸ 廃棄物の減量、エネルギーの有効利用、資源の循環的な利用等を推進することにより、環境へ

の負荷の少ない持続的な発展が可能な社会を構築するとともに、地球環境保全に貢献すること。

（環境基本計画）

第８条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、陸前高田

市環境基本計画(以下「環境基本計画」という。)を定めなければならない。

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

⑴ 環境の保全及び創造に関する目標

⑵ 環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な施策の方向

⑶ 前２号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ために必要な事項

３ 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、事業者及び市民の意見を反映することができるよ

うに必要な措置を講ずるとともに、陸前高田市環境審議会の意見を聴かなければならない。

４ 市長は、環境基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。

（年次報告書）

第９条 市長は、毎年、環境の状況、市が講じた環境の保全及び創造に関する施策の実施状況等を明

らかにした報告書を作成し、これを公表しなければならない。

第３章 環境の保全及び創造に関する基本的施策

（施策の策定等に当たっての配慮）

第 10 条 市は、環境に影響を及ぼすおそれのある施策を策定し、及び実施するに当たっては、環境

の保全及び創造について配慮しなければならない。

（環境に対する配慮の促進）

第 11 条 土地の形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を行う事業者が、その事業の

実施に当たりあらかじめその事業に係る環境への影響について自ら適正に調査、予測又は評価を

行い、その結果に基づき、その事業に係る環境の保全について適正に配慮するように、市は必要

な措置を講ずるよう努めるものとする。

（規制の措置）

第 12 条 市は、公害の原因となる行為その他の環境の保全上の支障を防止するため、必要な規制の

措置を講ずるように努めるものとする。

（誘導的措置）

第 13 条 市は、環境への負荷を生じさせる活動又は生じさせる原因となる活動を行う者がその活動

に係る環境への負荷の低減を図るための施設の整備その他の適切な措置をとるように誘導し、環
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境の保全上の支障を防止するため、必要な措置を講ずるように努めるものとする。

（快適な環境の保全及び創造）

第 14 条 市は、自然環境及び歴史的環境の保全及び創造に関し必要な措置を講ずるとともに、自然

との触れ合いの場の創出、緑化の推進、良好な景観の形成その他の人に潤いと安らぎをもたらす

快適な環境の保全及び創造に関し必要な措置を講ずるものとする。

（環境の保全に関する施設の整備等の推進）

第 15 条 市は、下水道、廃棄物の公共的な処理施設その他の環境の保全上の支障の防止に資する公

共的施設の整備及び森林の整備その他の環境の保全上の支障の防止に資する事業を推進するため、

必要な措置を講ずるものとする。

２ 市は、公園、緑地その他の公共的施設の整備その他の自然環境の適正な整備及び健全な利用のた

めの事業を推進するため、必要な措置を講ずるものとする。

（廃棄物の減量の推進等）

第 16 条 市は、環境への負荷の低減を図るため、廃棄物の減量、エネルギーの有効利用、資源の循

環的な利用等が推進されるように必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

２ 前項に定めるもののほか、市は、環境への負荷の低減に資する製品、原材料、役務等の利用が促

進されるよう必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（環境の教育及び学習の振興等）

第 17 条 市は、事業者及び市民が環境の保全及び創造についての理解を深めることにより、これら

の者が自発的に行う環境の保全及び創造に関する活動を促進するため、環境の保全及び創造に関

する教育及び学習の振興、環境の保全及び創造に関する広報活動の充実その他の必要な措置を講

ずるものとする。

（民間団体等の自発的な活動を促進するための措置）

第 18 条 市は、事業者、市民又はこれらの者の組織する民間の団体(以下「民間団体等」という。)

が自発的に行う緑化活動、環境美化活動、再生資源に係る回収活動その他の環境の保全及び創造

に関する活動が促進されるように必要な措置を講ずるものとする。

（情報の収集及び提供）

第 19 条 市は、環境の保全及び創造に関する情報の収集に努めるとともに、これを適切に提供する

ように努めるものとする。

（民間団体等の参加）

第 20 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策の推進に当たっては、民間団体等の参加に関し必

要な措置を講ずるように努めるものとする。

（調査の実施）

第 21 条 市は、環境の状況の把握その他の環境の保全及び創造に関する施策の策定に必要な調査を

実施するものとする。

（監視等の体制の整備）

第 22 条 市は、環境の状況を把握し、及び環境の保全及び創造に関する施策を適正に実施するため

に必要な監視、巡視、測定等の体制の整備に努めるものとする。

（国及び他の地方公共団体との協力）
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第 23 条 市は、広域的な取組を必要とする環境の保全及び創造に関する施策については、国及び他

の地方公共団体と協力して、その推進に努めるものとする。

（地球環境保全に関する国際協力）

第 24 条 市は、国、他の地方公共団体、民間団体その他の関係機関と連携し、地球環境保全に関す

る国際協力の推進に努めるものとする。

第４章 環境審議会

（環境審議会）

第 25 条 環境の保全及び創造に関する基本的事項について調査審議するため、陸前高田市環境審議

会（以下「審議会」という。）を置く。

（組織）

第 26 条 審議会は、委員 15人以内をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱す

る。

⑴ 関係団体の役職員

⑵ 知識経験を有する者

⑶ 関係行政機関の職員

（任期）

第 27 条 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任

者の残任期間とする。

（会長及び副会長）

第 28 条 審議会に、会長及び副会長 1人を置き、委員の互選とする。

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第 29 条 審議会は、市長が招集する。

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（庶務）

第 30 条 審議会の庶務は、市民協働部において処理する。

（委任）

第 31 条 第 25条から前条までに定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議

会に諮って定める。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、平成 14 年４月１日から施行する。

（経過措置）
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２ この条例の施行の際現に陸前高田市附属機関設置条例（昭和 30 年条例第 70 号）第１条の規定に

より設置された陸前高田市環境審議会の委員として委嘱されている者は、この条例第 26 条の規定

による審議会の委員とみなす。

附 則（平成 17 年２月 24 日条例第７号）

この条例は、平成 17年４月１日から施行する。

附 則（平成 28 年３月 14 日条例第１号）

この条例は、平成 28年 4月 1日から施行する。

附 則（平成 31 年３月 18 日条例第３号）

この条例は、平成 31年４月１日から施行する。
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４ 陸前高田市環境審議会委員名簿

（令和２年９月１日から令和４年８月 31日まで）

区分 委員氏名 所属及び職 備考

関係団体の

役職員

伊 東 孝 陸前高田商工会会長

菊 池 司 大船渡市農業協同組合代表理事組合長

菅 野 勝 郎 陸前高田市森林組合代表理事組合長

砂 田 光 保 広田湾漁業協同組合代表理事組合長

小 山 公 喜 気仙川漁業協同組合代表理事組合長 会長

菊 池 清 子 陸前高田市地域女性団体協議会会長 副会長

吉 田 京 子 陸前高田市食生活改善推進員協議会会長

新 沼 幸 男 陸前高田市コミュニティ推進協議会連合会会長

知識経験を

有する者

比 屋 根 哲 岩手大学副学長

本多 サト子 環境アドバイザー

城生野 成則 横田小学校校長

関係行政機関

の職員

小 野 泰 司 大船渡保健福祉環境センター所長

馬 場 聡 大船渡土木センター所長
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５ 陸前高田市環境基本計画策定推進委員会

陸前高田市環境基本計画策定推進委員会設置要綱

（設置）

第１ 陸前高田市環境基本計画（以下「計画」という。）の策定について検討するため、陸前高田市

環境基本計画策定推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（協議）

第２ 委員会は、次に掲げる事項について協議する。

⑴ 計画の策定に係る基本的な事項に関すること。

⑵ その他計画の策定に係る必要な事項に関すること。

（構成）

第３ 委員会は、委員２５名以内をもって組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。

⑴ 事業所を代表する者

⑵ 市民を代表する者

⑶ 知識経験を有する者

⑷ その他必要と認める者

（任期）

第４ 委員の任期は、令和３年３月３１日までとする。

（委員長及び副委員長）

第５ 委員会に、委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選によってこれを定める。

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。

（会議）

第６ 委員会の会議は、必要に応じて市長が招集する。

２ 委員長は、会議の議長となる。

３ 委員会には、委員長が必要と認める者を出席させて説明又は意見を求めることができる。

（委員の報償及び実費弁償）

第７ 市長は、委員に対し、１回の会議につき、報償及び陸前高田市一般職の職員等の旅費に関する

条例（昭和３６年条例第２８号）第７条に規定する基準により計算した旅費相当額を支給すること

ができる。

（庶務）

第８ 委員会の庶務は、市民協働部まちづくり推進課において処理する。
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陸前高田市環境基本計画策定推進委員名簿

（令和２年９月１日から令和３年３月 31日まで）

区分 委員氏名 所属及び職 備考

事業所を

代表する者

金 野 秀 陸前高田市建設業協会推薦

熊 谷 千 洋 陸前高田商工会推薦

菅 野 敏 明 公害防止協定締結企業（株式会社かわむら）

吉 田 順 公害防止協定締結企業（住田フーズ株式会社）

市民を

代表する者

菅野 まき子 生出地区コミュニティ推進協議会推薦

小野寺 禮二郎 矢作地区コミュニティ推進協議会推薦

村上 和加恵 下矢作地区コミュニティ推進協議会推薦

佐々木 とも子 横田地区コミュニティ推進協議会推薦

坂 下 睦 美 竹駒地区コミュニティ推進協議会推薦

松 坂 知 子 今泉地区コミュニティ推進協議会推薦

菅 野 稔 長部地区コミュニティ推進協議会会長 委員長

小 山 悦 子 高田地区コミュニティ推進協議会推薦

馬 場 幸 子 米崎地区コミュニティ推進協議会推薦

田村 伊勢美 小友地区コミュニティ推進協議会推薦

吉田 ハマ子 広田地区コミュニティ推進協議会推薦 副委員長

知識経験を

有する者

比 屋 根 哲 岩手大学副学長

本多 サト子 環境アドバイザー

及 川 脩 陸前高田市公衆衛生組合連合会会長

鈴 木 順 子 大船渡市農業協同組合女性部推薦

熊 谷 栄 子 広田湾漁業協同組合女性部部長

金野 ヨシ子 陸前高田商工会女性部部長

菅 野 賀 一 陸前高田市森林組合第一理事

三浦 まり江 陸前高田市まちづくり協働センター理事長

中 村 重 志 大船渡保健福祉環境センター環境衛生課長
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６ 用語解説（50 音順）

アジェンダ 21

1992 年にブラジルのリオデジャネイロで開催された国連環境開発会議（地球サミット）で採択さ

れた文書のひとつで、21世紀に向けて持続可能な開発を実現するために各国及び関係国際機関が実

行すべき行動計画のことです。

ＥＭバケツ

米ぬか、籾殻、糖蜜などを混ぜて発酵させて作ったＥＭぼかしを、生ゴミと混ぜて堆肥を作るため

の容器です。ＥＭとは、英文字名の「Effective Microorganisms（有用微生物群）」の略称です。

気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ）

1992 年に、大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極の目標とする「気候変動に関

する国際連合枠組条約」が採択され、同条約に基づき、1995年から毎年開催されている国際会議で

す。

京都議定書

1997 年に京都で開催された気候変動枠組条約第３回締約国会議（ＣＯＰ３）で採択された、温暖

化に対する国際的な取り組みのための国際条約です。先進国の温室効果ガス排出削減について、法的

拘束力のある数値目標などを定めたものです。

公害防止協定

地方自治体と事業者との間で、公害防止のため、事業者がとるべき措置等を相互の合意により取り

決めるものです。

国連環境開発会議（地球サミット）

1992 年にブラジルのリオデジャネイロで開催された環境と開発をテーマにした国際会議です。一

般的に「地球サミット」の名でも知られています。約 200 か国と多数のＮＧＯが参加し、環境と開発

を包括的に扱った初めてのサミットとなりました。

ＣＯＤ（化学的酸素要求量）

水中の有機物による汚れ度合いを示す指標の一つで、酸素消費量とも呼ばれます。海域や湖沼にお

ける水質の指標として、一般に数値が低い方が良い水質であることを表します。海水などに含まれる

被酸化性物質（主として有機物）を、酸化剤を用いて酸化する際に消費される酸化剤の量を、酸素の

量に換算したものです。ＣＯＤは、英文字名の「Chemical Oxygen Demand」の略称です。
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持続可能な開発のための 2030 アジェンダ

「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」を中核とする、2016 年から 2030 年までの国際社会共通の目

標です。2015 年に開催された国連サミットで採択されました。

循環型社会

資源採取、生産、流通、消費、廃棄などの社会経済活動の全段階を通じて、廃棄物等の発生抑制や

循環資源の利用などの取り組みにより、新たに採取する資源をできるだけ少なくし、環境への負荷を

できる限り少なくする社会をいいます。

騒音・振動規制地域

工場や事業場、建設作業から発生する騒音や振動については、市民の健康と、生活環境の保全を図

るため、騒音振動法、振動規制法、県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保全に関する条

例により、定められた区域に規制が課せられています。本市では、都市計画区域の用途地域内が規制

対象となります。

パリ協定

2015 年にフランスのパリで開催された気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（ＣＯＰ21）において、

2020 年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組みとして採択されました。途上国を

含む全ての参加国に排出削減の努力を求めるものです。

ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）

河川における有機物による汚れ度合いを示す指標の一つで、一般に数値が低い方が良好な水質と言

えます。川などから採水した水を密閉したガラス瓶に入れ、20℃で５日間暗所で保管したときに、水

中の有機物が好気性微生物により分解される過程で消費される水中の酸素量のことです。ＢＯＤとは、

英文字名の「Biochemical Oxygen Demand」の略称です。

ＰＤＣＡサイクル

Ｐｌａｎ（計画）、Ｄｏ（実行）、Ｃｈｅｃｋ（点検）、Ａｃｔｉｏｎ（見直し）の４つの段階を繰

り返すことによって業務を継続的に改善していく考え方です。

木質バイオマス

「バイオマス」とは、生物資源（バイオ）の量（マス）を表す言葉であり、「再生可能な生物由来

の有機性資源（化石燃料は除く）」のことを呼びます。その中で、間伐材や廃材など木材からなる資

源のことです。
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